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第 1 章 調査概要 

 

1－1 背景 

フィリピン国（以下「比」国）の国家開発計画「Medium-Term Philippine Development Plan 1999-2004」にお

いては、各分野の開発計画の実行にあたり、環境保全に配慮するよう明記されている。しかし、実際には環

境マネジメントに対する認識が一般に浸透しておらず、このため大気汚染、水質汚染、固形産業廃棄物等の

環境管理が十分に行われていないのが現状である。 

また、我が国による対フィリピン協力についても、1999 年 3 月に派遣された経済協力総合調査団とフィリ

ピン政府との政策対話の結果、今後の対フィリピン援助の中期的な援助の重点 4 分野について合意したが、

そのうちの 1 つが環境保全である。現在、JICA では環境計画アドバイザー長期専門家の派遣、都市・産業環

境管理にかかる国別特設研修、有害産業廃棄物管理マスタープランの策定を目的とする開発調査の実施等、

環境分野への協力を行っている。環境局は規制官庁に特化しており、民間セクターに対する環境マネジメン

トの協力は、BOI（Board of Investments, Department of Trade and Industry：貿易産業省投資委員会）のような投

資促進機関が、企業との適切なコミュニケーションを持つことができる。 

さらに、ADB、UNDP、USAID といった主要ドナーが、環境問題に対する支援プログラムをおこなってい

るが、これらは地域・産業・分野が限定されている。 

このような背景の下、これまでの各ドナーによるプロジェクトの成果を踏まえ、小規模のデモンストレー

ションを行いつつフィリピンにおける環境マネジメントの一層の浸透を図るべく、フィリピン政府より本案

件が要請越された。 

 

1－2 調査の目的 

I/A（Implementing Arrangement）案及び M/M（Minutes of Meeting）案により、フィリピン側関係機関と協

議を行い、本格調査の方針、実施方法等を具体化する。合意した場合には I/A 及び M/M に署名する。 

 

1－3 団員構成 

（1）団長・総括 渡辺 泰介 JICA 鉱工業開発調査部工業開発調査課課長代理 

（2）技術協力行政 横山 博之 経済産業省南東アジア大洋州課アセアン三係長 

（3）産業環境管理 小林 恵三 社団法人産業環境管理協会環境管理センター技術部次長 

（4）調査企画 田村えり子 JICA 鉱工業開発調査部工業開発調査課 

 

1－4 派遣期間 

平成 13 年 12 月 3 日（月）～平成 13 年 12 月 8 日（土） 
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1－5 日程 
 

日 時 行      定 

12/3（月）  

 

 

 

12/4 日（火） 

 

12/5 日（水） 

 

12/6 日（木） 

 

 

 

12/7 日（金） 

 

 

 

12/8 日（土） 

東京発（9:55）（JL741）→マニラ着（13:10） 

JICA 事務所打合せ 

日本大使館表敬 

BOI*1 長官表敬 

BOI との協議 

GEOSPHERE Technologies, Inc.*2 との打ち合わせ 

産業環境問題分析ワークショップ 

NEDA*3.訪問 

PBE*4 訪問 

IISE*5 セミナー参加 

BOI との協議 

EMB*6 訪問 

BOI との協議 

UNDP 訪問 

APRCP *7 訪問 

I/A、M/M 署名 

マニラ発（14:30）（JL742）→（19:40）東京着 

*1 BOI: Board of Investments, Department of Trade and Industry 
*2 GEOSPHERE Technologies, Inc.（在外プロジェクト形成調査コンサルタント） 
*3 NEDA: National Economic and Development Authority 
*4 PBE: Philippine Business for the Environment, Inc.（NGO） 
*5 IISE: Industrial Initiatives for Sustainable Development（USAID によるプロジェクト） 
*6 EMB: Environmental Management Bureau, Department of Environment and Natural Resources 

（環境天然資源省環境管理局） 
*7 APRCP: Asia Pacific Round Table for Cleaner Production （NGO） 

 

（12 月 3～5 日の日程には、現地へ出張中の経済産業省技術協力課 折山光俊氏も参加した） 
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第 2 章 調査結果 

 

2－1 実施細則（I/A）について 

調査団と BOI との間で I/A 案、M/M 案に基づき協議を実施した。その結果、以下の点について追加・変更

を行い、I/A, M/M の合意に至った。 

・ 調査タイトルについては、政府も民間の環境マネジメント振興に重要な役割を果たすため、「the Study 

on Environmental Management with Public and Private Sector Ownership （EMPOWER） in the Republic of 

the Philippines 」とする。 

・ 対象セクターの中に、未だ対策が不十分な agri-business セクターを含める。（同セクターは BOI の中

の Industrial Planning DepartmentⅠが所管。内容は agro-processing ということなので、「including 

agri-business sector」という文言を加えた）。 

・ ステアリング・コミッティのメンバーに工業団地、Economic Zone を所管する PEZA（Philippine Economic 

Zone Authority） を含めた。 

また、予備調査団より以下の事項を説明・依頼し、了解をえた。 

・ ステアリング・コミッティは DTI の Undersecretary である Domingo 氏が開催し、意思決定者を招待す

る（→不在時は、Secretary Hernandez, Head of Industry Development Group が代行するとのこと）。 

・ 本件調査には BOI 内の他の部署も巻き込む。 

・ 本格調査の開始・優先分野の特定後、ワーキンググループを設置する可能性があり、必要に応じて業

界団体等も巻き込んでいく。 

I/A 協議にあたっては、Undertakings 部分について BOI の権限外として、協議が難航したが、最終的には、

前例にならうということで S/W 作成マニュアル変更前の Undertakings を用いて合意した。 

BOI との間で合意した本格調査の概要は以下の通り。 

フィリピン国産業環境マネジメント調査の概要 

 

1．調査の目的 

企業、投資家に産業環境管理を促進するための、1）アクションプランの策定、2）BOI 他産業環

境管理関係機関の能力強化を行う。 

2．調査の概要 

（1）調査地域 

対象地域：ルソン、ビサヤ地域の agri-business sector を含む製造業の中心地 

（2）調査項目 

＜産業環境管理の現状分析＞ 

ア 中央政府、業界団体、工業団地等、官民の当該分野関係機関の権限・役割・能力等を把握する。 
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イ 上記関係機関が現在行っている施策・取り組みを把握する。 

優遇措置、経済的手法（Market Based Instruments） 、人材育成、啓蒙普及、コンサルティン

グサービス・情報サービス 

ウ 民間セクターにおける産業環境管理の実態を把握する。 

エ 関連分野のプロジェクトの実績、成果、教訓を把握する。 

（ア）PRIME（UNDP） 

（イ）IISE（USAID）等 

＜優先分野の特定＞ 

コストベネフィットを考慮して、優先して取り組むべき分野を明らかにする。 

＜関係機関における産業環境管理振興施策の特定＞ 

ア 関係機関に各種の産業環境管理施策を広める。 

（ア）BOI 

（イ）業界団体等  

イ 環境管理施策の効果、優先順位を評価する。 

ウ パイロットプロジェクトをデザイン・実施する。 

＜政策提言・アクションプランの策定＞ 

ア 各関係機関に適した環境管理施策の今後の推進方法、適切なシステム・技術、意識向上のため

の施策を選定する。 

イ 検討結果を政策提言・アクションプランとして取りまとめる。 

ウ アクションプランを以下の方法により公表、周知させる。 

（ア）業界団体を通じた情報普及 

（イ）トレーニングの実施 

（ウ）政府・業界団体のダイアログ実施 等 

 

2－2 I/A 協議における主要論点 

（1）対象地域 

要請書には対象地域の中にミンダナオも含まれていたが、治安上の問題、ルソン、ビサヤに比した

企業数の少なさを考慮し、本調査の対象地域には含めないこととした。 

 

（2）調査内容の絞り込み 

現状分析に基づいて、優先分野を特定し、優先分野について、パイロットプロジェクトを含め効果

的な手法を検討することとした。また、公害規制そのものについては、別途協力が計画されていること

から、優先分野の対象としない旨合意した。 
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（3）キャパシティ・ビルディング 

関係機関のキャパシティ・ビルディング、民間セクターへの情報普及のため、本格調査においては

セミナー、ワークショップを数多く開催する旨合意した。 

また、本格調査においては、情報ネットワーク、啓蒙普及活動、トレーニング活動の強化を重点的に図るた

め、業界団体、NGO を活用していく。 

 

（4）パイロットプロジェクト 

提案するアクションプランの内容に関して、より効果的な手段を確認するため、パイロットプロジ

ェクトを実施する。実施内容については、本格調査開始後、調査団から提案を行い、相手側と協議のう

え決定することとする。 

 

2－3 関係機関との討議 

関係機関に対して本格調査の概要を説明するとともに、情報収集と本格調査への協力依頼を行った。EMB、

PBE に対してはステアリング・コミッティへの参加を依頼し、了解を得た。 

 

（1）JICA フィリピン事務所、山田専門家（EMB） 

日時：12 月 3 日（月）16：00～16：40 

 

内容： 

・調査団より本件予備調査及び本格調査案の概要を説明。 

 

先方発言要旨： 

・ ミンダナオについては知事選挙の関係もあり政情不安定であるため、調査対象地域から除外したほう

がよい。 

・ 現在産業界の声がうまく政策立案に反映されていない状況である。本調査の実施を通じ、BOI、EMB、

産業界がひとつの問題について話し合うことができるメカニズムを形成してほしい。カウンターパー

ト機関を BOI のみに限定すると、インパクトが小さくなる恐れがある。 

・ DENR では DAO（Department Administrative Order：省令） の改正により環境税を導入しようとして

おり、現在長官レベルでの検討が行われている。特に地方レベルでの EMB のモニタリング能力は低

く、導入されても適切に実施できるか疑問である。プロジェクト方式技術協力等によるモニタリング

能力強化のための支援が必要だと考えている。 

・ NEDA では「環境」案件は天然資源管理の一部として農業スタッフが所管しているが、彼らのプライ

オリティは環境よりも「rural development」にある。「産業」案件は環境でも PIS（Public Investment Staff）
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の担当になる。 

 

（2）BOI 

日時：12 月 4 日（火）9：30～11：30 

12 月 6 日（木）13：00～14：00 

12 月 7 日（金）9：00～10：00 

 

内容： 

・調査団より本件予備調査及び本格調査案の概要を説明。 

 

先方発言要旨： 

＜BOI の組織改正＞ 

・ 組織改正により、旧 Environmental Unit は Office for Industrial Policy 下の Environmental Matters Division

となった。メンバーは Division Chief である Ms. Raquel B. Echague 含め 3～4 名程度に減少。Office for 

Industrial Policy は Environmental Matters Division の他、International Trade Agreements, IPP/Tariffs & 

Incentives Policy の 2Division を所管する。 

 

＜本格調査の内容について＞ 

・ 調査タイトルについては、政府も民間の環境マネジメント振興に重要な役割を果たすため、「the Study 

on Environmental Management with Public and Private Sector Ownership （EMPOWER） in the Republic of 

the Philippines 」としてほしい。 

・ 対象セクターの中に、未だ対策がとられていない agri-business セクターを含めてほしい。（同セクタ

ーは Industrial Planning DepartmentⅠが所管）。 

・ undertakings について、カウンターパートスタッフ 1～2 名の配置、オフィススペース、コピー機、電

話線、ID カードの提供等を了承した。 

・ ステアリング・コミッティのメンバーに工業団地、Economic Zone を所管する PEZA を含めたほうが

よい。 

→予備調査団は上記内容を了承し、以下の事項を説明・依頼し、了解を得た。 

・ ステアリング・コミッティは DTI の Undersecretary である Domingo 氏が開催し、意思決定者を招待し

てほしい（→不在時は、Secretary Hernandez, Head of Industry Development Group が代行するとのこと）。 

・ 本件調査には BOI 内の他の部署も巻き込んでほしい。 

・ 本格調査の開始・優先分野の特定後、ワーキンググループを設置する可能性があり、業界団体等も巻

き込みたい。 
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＜PRIME Project フェーズ 2 の実施について＞ 

・ 本プロジェクトの延長に際し新しい活動も追加される可能性があるため、NEDA のエンドースメント

が必要であり、現在 NEDA の決定を待っているところ。12 月下旬には結論が出るものと予想してい

る。フェーズ 2 ではエコラベリング、環境会計、academic との連携を含む industrial ecology 等の活動

を予定している。 

・ 本プロジェクトの中の 4 つのモジュールのうち、モジュール 3（Environmental Management System（EMS）

の導入支援）は DTI 内の BPS （Bureau of Product Standard）、モジュール 4（環境新事業の支援）は EMB、

そのほか大半の事業は PBE に引き継がれるだろう。 

 

（3）GEOSPHERE Technologies, Inc. 

日時：12 月 4 日（火）14：00～15：20 

 

内容： 

・ 産業環境管理にかかる在外プロジェクト形成調査担当コンサルタントより、調査報告書のドラフトフ

ァイナルレポートについての説明を受け、本格調査に関連して以下の情報を得た。 

 

先方発言要旨： 

・ PBE が実施している廃棄物交換は継続できないのではないか。PBE の本件担当者は 1 名のみであり、

廃棄物の中身を誰もチェックしていない。 

・ PRIME の eco-industrial park モジュール中の副産物交換に関しては、企業は副産物関連情報の提供に

消極的であり、こちらも副産物の中身がチェックされていない。99 年のデータも更新されていない。 

・ PCAPI（Pollution Control Association of Philippine,NGO）のセブ支部が設立され、セブでプロジェクト

を実施する際中央の PCAPI にコンタクトをとらなくてもよくなった。セブは中央とのコンタクトに

は消極的である。 

 

（4）産業環境管理にかかるワークショップ開催 

日時：12 月 5 日（水）9：00～15：00 

 

内容： 

・ 過去実施したプロジェクトの教訓の共有等を目的とし、政府機関とドナープロジェクトからなる

（BOI、EMB、LLDA、PBE、Federation of Philippines Industries、Philexport、PRIME Project 等）小規模ワ

ークショップを実施した。 

・ 以下のテーマについて、カード記入の形式で検討を行った。詳細は別添レポートのとおり。 
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テーマ 1）環境管理にかかる有効な政策の立案（提唱、教育） 

2）政府機能及び組織体制の強化 

3）エンフォースメント及び既存法制度の実行の強化 

4）インセンティブ及び既存リソース活性化策の検討 

5）技術の適用・アクセス、地方のキャパシティ  

 

（5）NEDA 

日時：12 月 5 日（水）16：00～16：40 

 

内容： 

・調査団より本件予備調査及び本格調査案の概要を説明。 

 

先方発言要旨： 

・ 環境管理に関し、皮革、食品等 7 産業に焦点をあてた調査がある。これとあわせて、IRRS（Integrated 

Resource Recovery System）等も含む PRIME の成果とも連携してほしい。 

・ 民間セクターのネットワーク化は重要なポイントである。個別企業では環境管理に予算を当てること

は困難である。環境分野主管官庁である DENR-EMB とも十分協調してほしい。 

・ 環境管理分野については、ADB が DOST（Department of Science and Technology）に対し CP（Cleaner 

Production）関連プロジェクトに fund を提供している。このほか、マニラの大気汚染対策プログラム、

パシグ川汚染にかかるプログラムがある。融資プロジェクトは Land Bank、DBP（Development Bank of 

the Philippines）に関するもののみである。 

 

（6）PBE 

日時：12 月 5 日（水）17：30～18：30 

 

内容： 

・ 調査団より本件予備調査及び本格調査案の概要を説明。本件調査への協力及びステアリング・コミッ

ティへの参加について了承を得た。 

 

先方発言要旨： 

・ PBE は Non-profit business organization であり、企業に対し、環境分野の支援を行っている。情報・技

術提供、リソース情報センター機能、教育・訓練の実施、ネットワーキング（NEDA の主催する

Philippine Council for Sustainable Development（PCSD）への参加、PRIME Project のモジュールのひと
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つである Business AGENDA（BA）21 の取りまとめ（現在 83 団体が参加））等の活動を行っている。 

・ 廃棄物交換に関しては 400 企業が参加しており、14000 のデータがある。また地方における廃棄物交

換のデータベースの作成を支援している。今後は企業の 99％をしめる SMEs の参加促進、セクター

に焦点をおいた実施が検討事項となろう。Philexport の BA21 にも廃棄物交換の推進がとりあげられ

ている。 

・ 環境会計については PICPA が USAID の支援を受けカリキュラム作成等の活動をしている。 

・ DENR は現在環境管理を導入する企業に対し、ECC（Environment Compliance Certificate）の更新、違

反事項への猶予期間を設ける等の“regulatory flexibility on enforcement on EMS”にかかる DAO 改正を

検討している。なお、ここでいう「環境管理」の定義・認定についてはワーキング・グループレベル

での検討が行われている。 

 

（7）IISE（Industrial Initiatives for Sustainable Development、USAID によるプロジェクト）セミナー参加 

日時：12 月 6 日（木）9：00～15：00 

 

内容： 

・ 配布資料、OHP をもとに、実際にプロジェクトを担当したコンサルタント、USAID、IISE プロジェ

クトマネジャーから、プロジェクトの概要、成果、教訓等にかかる発表が行われた。 

 

発表要旨： 

・ 環境管理システム導入企業数の増加、コンサルタントの増加による環境サービスコンサルタントフィ

ーの低下（8000-12000 ペソ／日。従来の 1／4 程度）等、一定の成果はあったものの、同プロジェク

トのサステイナビリティには問題あり。 

・ プロジェクト実施の問題点 

- チームワークの欠如（EMB project director の交替等による政策変更、各機関のデマケーション確

認、参加企業の意識醸成） 

- プロジェクト予算の削減（8 百万ドル→6 百万ドル） 

- 短期的な成果を求められた 

- 環境サービス導入のメリットを普及するための情報提供が十分徹底できなかった 

・ 環境管理システムの導入に有効な方策 

- 規制策、インセンティブの導入 

- 行政側エンフォースメントの強化 

- 企業トップ及び環境システム導入企業の存在・リーダーシップ 

- 認証コストの低下 
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- 企業への国際的な圧力 

- DENR、DOST、Land Bank、DBP、DTI 等関係機関のパートナーシップ強化 

 

（8）DENR-EMB 

日時：12 月 6 日（木）15：00～15：30 

 

内容： 

・ 調査団より本件予備調査及び本格調査案の概要を説明。本件調査への協力及びステアリング・コミ

ッティへの参加について了承を得た。 

 

先方発言要旨： 

・ “flexibility regulatory system”は PEPP（Philippines Environmental Partnership Program）により提言があ

ったもの。規制遵守のための猶予期間等を定めようとしており、DAO のドラフトが undersecretary に

あがっている。 

・ 現在のエンフォースメントの状況について、EMB のリソース不足により苦情が出たときのみ対応し

ている事態は否めない。ECC の取得に時間がかかることについても、徐々にではあるが見直しをす

すめている。また、小規模のプロジェクトに対しては EIA（Environmental Impact Assessment）を免除

する等の配慮もしている。 

 

（9）UNDP 

日時：12 月 7 日（金）11：00～11：40 

 

内容： 

・ 調査団より本件予備調査及び本格調査案の概要を説明。あわせて PRIME Project フェーズ 2 の実施の

可否を確認した。 

 

先方発言要旨： 

・ JICA で実施予定の開発調査の関係機関（DTI、DENR、PBE）は PRIME のステアリング・コミッテ

ィのメンバーでもあった。 

・ PRIME の評価については終了しレポートを作成済み。フェーズ 1 は 1 月に終了する。 

・ フェーズ 2 では分野をもう少し絞り込む必要性があると考えている。DTI においても何らかの

transition activity が必要であり、DENR、PBE も引き続き関心を示している。SMEs に関連する部分は

ADB とも協力しつつ支援を続けることになろう。UNDP はフェーズ 1 の成果を根付かせることを目
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的とするので JICA のプロジェクトとは重複しないと思う。 

・ PRIME の project managers から提出されたフェーズ 2 の要請内容は以下の 5 点である。 

（1）BA21 のアップデート 

（2）eco-industrial park、Integrated Resource Recovery Systems（IRRS）、副産物交換を含む IE の実施 

（3）エコラベリングにかかる制度構築の継続及び environmental auditor、laboratory の認証制度構築 

（4）environmental performance indicator への支援（環境会計、Cleaner Productian（CP）含む） 

（5）ビジネススクール向け環境管理カリキュラムの導入 

・ Industrial Ecology（IE）のモジュールでは PEZA を含む関係者が継続に同意している。IE の世界的な

ネットワークが設立されており、フィリピンが会議をホストしたこともある。UNDP はこれをサポ

ートしたいと考えている。なお、対象地域はルソンのみであり、ビサヤへは進出しない。 

・ 環境会計については PBE、Philppine Institute of Certified Public Accomtancs（PICPA）を通じ引き続き

研修を重点に行っていく予定。 

・ UNIDO による CP センターについては DOST がカウンターパート機関となるが、fund がついていな

い。 

・ UNIDO は Grobal Environment Facility（GEF）により Persistent Organic Pollutant Systems（POPS）をス

ロベキア、フィリピンを対象に実施中。カウンターパート機関は DENR。Transformer からの PCB 除

去に関し、分解技術の普及、インベントリーの作成、キャパシティ・ビルディングを行っている。 

 

（10）APRCP 

日時：12 月 7 日（金）15：00～16：00 

 

内容： 

・ 調査団より本件予備調査及び本格調査案の概要を説明し、調査対象分野の絞込み時等に本格調査団に

対する助言を依頼した。 

 

・ 先方発言要旨： 

・ UNEP がソウルでの NCPC（National Cleaner Production Center）代表の会議で環境会計にかかるプレ

ゼンテーションを行った。UNEP は産官学関係各機関を対象に教材の作成、ワークショップの支援を

行っている。フィリピンでも PBE、PICPA を通じ、ベトナム人の講師を派遣する等して環境管理の

基礎を含む研修を無料で行っている。トレイナーズ・トレイニングも実施予定。 

・ PICPA は USAEP の支援による研修も行っているがこちらは有料である。 

・ DBP は JBIC の EISCP（Environmental Infrastructure Support Credit Program）により、複数セクターに

かかるマニュアルを作成済み。 
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2－4 今後の予定 
本部でコンサルタント選定手続きを進め、本格調査期間は、2002 年 3 月～2004 年 7 月を予定している。 

 

2－5 留意事項 

（1）PRIME Project の延長について 

2001 年で終了予定の本プロジェクトの延長については、BOI からプロポーザルが提出されているが、

まだ UNDP で最終決定はなされていない。プロポーザルでは、エコラベリング、環境会計、academic と

の連携を含む industrial ecology 等の活動を予定しているとの由であり、パイロットプロジェクトの選定時

等、同プロジェクトの動向に引き続き注視する必要がある。
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主要面会者一覧 

 

DTI-BOI 

Usec.Gregory L. Domingo Managing Head, Board of Investments（BOI）,  

 Department of Trade and Industry（DTI） 

Mr.Guillermo S. Laquindanum Director, Administration Department, BOI 

Ms.Erllinda F. Arcellana  Director, Office for Industrial Policy, BOI 

Ms.Raquel Echague Division Chief, Environmental Matters  

 Division, Office for Industrial Policy, BOI 

Mr.Marco Carlos Senior Investment Specialis, Environmental  

 Matters Division, Office for Industrial Policy, 

 BOI 

玉置 雅治 JICA Expert（Japan Desk） 

 

DENR-EMB 

Mr.Fernandino Y. Concepcion Assistant Director, Environmental Management  

 Bureau （EMB）, Department of Environment and  

 Natural Resources（DENR） 

山田 泰造 JICA Expert （Environmental Planning and 

 Management Advisor） 

 

NEDA 

Ms. Vanessa Agnes F. Dimaano Senior Economic Development Specialist, 

 Public Investment Staff, National Economic and  

 Development Authority 

Ms. Glenda T. Reyez Supervising Economic Developments, 

 Trade, Industry and Utilities Staff, Public Utilities  

 Division, National Economic and Development 

 Authority 

Ms. Violeta C. Conde Trade, Industry and Utilities Staff,  

 Public Utilities Division, National Economic and 

  Development Authority 
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PBE 

Ms. Lisa C. Antonio  Exective Director, Philippine Business for  

 Environment 

 

APRCP 

Dr. Olivia la O’ Castillo  President, Asia Pacific Round Table for  

 Cleaner Production  

 

UNDP 

Ms.Amelia Dulce D. Supetran  Senior Programme Manager 

Ms. Imee Manal Programme Manager 

 

PRIME Project 

Ms.Sharon Gil Project Coordinator, Private Sector Participation in  

 Managing Environment, A project of the United 

 Nations Development Programme 

 

在フィリピン日本大使館 

堺井 啓公 一等書記官 

 

JICA フィリピン事務所 

小原 基文 次長 

番場 紀子 所員 

Santos N. Godornes, Jr. ローカルスタッフ 
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Examples of pilot projects (prepared for discussions) 

 

The candidate of pilot project in the priority area will be prepared by the JICA Study Team and be 

discussed with BOI after the priority area is identified. 

 

1. Environmental Accountings (EA) 

(1) To conduct seminars/workshops for BOI, PICPA and other organizations related to EA 

(2) To conduct trainer’s training program on EA  

(3) To develop teaching materials on EA 

(4) To assist BOI or PICPA to conduct seminars/workshops on EA for private sectors 

 

2. Waste Minimization 

(1) To conduct demonstration at selected factories by waste minimization audit, hands-on 

technical service, cost evaluation.  

(2) To conduct trainer’s training program on waste minimization 

(3) To hold marketing workshop on waste minimization for selected sub-sectors 

 

3. Development of environmental consultancy service (Development of environmental service 

provider) 

(1) To conduct training program for consultants 

(2) To design measures/plans to promote environmental consultancy service in the private sector 

(e.g. Development of business association for environmental consultancy service/ 

environmental service provider and Provision of information on environmental consultancy 

service)  

(3) To market effectiveness of environmental consultancy service to factories through seminars 

or newletter 

 

4. Eco-industrial Park 

(1) To study the current activities/measures and constraints on environmental management at the 

target industrial estates  

(2) To conduct demonstration project at the target industrial estates (ex. waste minimization, 

promotion of reuse/recycle, etc)  
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